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（ * ） 　崇実大学校教授、韓国法務部民法改正委員会改正委員




（３） 　民法の核心的な內容を占めている所有権の內容（第 211 条）と債務不履行による損
害賠償責任（第 390 条）及び不法行爲による損害賠償責任（第 750 条）だけでなく、
法定追認制度（第 145 条）、準占有制度（第 210 条）、債務不履行体系と損害賠償の範




















212 条）、履行補助者の故意・過失（第 391 条）、履行遅滞中の損害賠償（第 392 条）、
債權者遅滞（第 400 条）、将来債務の保證（第 428 条第２項）、種類債務と瑕疵担保（第
581 条）、事務管理者の無過失責任（第 734 条）、道義観念に適合一非債弁済（第 744 条）
などは、スイス民法から継受したものといえる。
（５） 　物権法上総有と伝貰権が代表的であり、以外にも相続による占有権の移転（第 193
条）、留置権者の競売権や簡易弁済充当権（第 322 条）、第三取得者の弁済（第 364 条）、
交叉請約（第 532 条）、原始的不能による契約締結上の過失（第 535 条）、代物弁済の
予約（第 607 条）、消費貸借での借主に不利な約定の禁止、優秀縣賞広告で優秀作がな
いという判定不可（第 678 条第３項）、不法行為での賠償額の軽減請求（第 765 条）等
である。また、家族法と相続法にも多数ある。
（６） 　2011 年３月７日に法律第 10429 号で公布され、2013 年７月１日から施行された。
（７） 　2015 年２月３日に法律第 13125 号で公布されており、この法は公布後１年が経過し
た日から施行される予定である。


























（11） 　法務部は、公告第 2015 － 228 号で予告しており、2015 年９月 14 日意見収斂のため
の公聴会を開催すると同時に、2015 年９月 15 日まで各種媒体を通じた意見を収集した。
以降、国務会議を経て、国会に政府案として移送し、2015 年 11 月現在には国会で審議
中である。

















たが、第 17 代国会で処理されず、自動廃棄された。その後、2008 年に韓国
では「保証人保護のための特別法」が制定された（16）。この特別法は、その適
用の範囲を何の代価もなしに好意でなされる保証に制限して、その適用の範
（13） 　「商街建物賃貸借保護法一部改正法律」は、2015 年５月 13 日に法律第 13284 号で公
布されて、この法を公布した日から施行されている。
（14） 　2014 年 12 月 31 日に法律第 12949 号で公布され、2016 年１月１日から施行される予
定である。
（15） 　例えば、大法院 2013．11．14．宣告 2011 ダ 29987 判決参照。





























































ドイツ民法第 766 条、オーストリア民法第 1346 条２項、スイス債務法第 493 条１項、
フランス民法第 1326 条などである。




広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 72
－ 219 －
違って、電子署名も認めることが望ましいと考えられる（21）。
























































（29） 　尹喆洪（注 28）335 頁。
























28）335 － 336 頁。
（31） 　大法院　2002．6．14．宣告 2002 ダ 14853 判決など。














　この規定の作成には、スイス債務法第 505 条の規定（33）とともに 1941 年の米
















則上の義務は、存在しない（大法院 2002．7．12．宣告 99 ダ 68652 判決）。

























































（民事法学第 62 号、2013．3）137 頁以下参照。



















































（43） 　金允究「旅行契約の硏究」（忠北大法学硏究第 4冊、1992）111 頁。
（44） 　金相容（注 40）486 頁、金亨培「債権各論」（博英社、1997）822 頁、李銀栄「債権
各論」（博英社、2007）544 頁。
（45） 　金亨培（注 44）825 頁。
（46） 　尹喆洪（注 40）337 頁、同旨に金相容（注 40）486 頁。













































































































（48） 　K. Larenz, BT des Schuldrechts,Ⅱ -2, S.387.
（49） 　大法院 1998．11．24．宣告 98 ダ 25061 判決。
広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 60
－ 231 －
　１．序



















































（51） 　大法院 2008．4．10．宣告 2007 ダ 76986・76993 判決。

















































































（54） 　大法院 2008．4．10．宣告 2007 ダ 76986・76993 判決、大法院 2002．7．26．宣告
2002 ダ 25013 判決、大法院 2000．9．22．宣告 2000 ダ 26326 判決など。
（55） 　大法院 1994．9．9．宣告 94 ダ 28598 判決。
（56） 　大法院 1994．10．14．宣告 93 ダ 62119 判決。




















































（58） 　法律第 12949 号により 2014 年 12 月 31 日に制定され、2016 年１月１日から施行され
る。全 49 ヵ条文から成るこの法律は、第１章総則に続いて（第１条－第５条）、第２
章汚染被害賠償（第 6条－第 16 条）、第３章環境汚染被害賠償のための保険加入など（第
17 条－第 22 条）、第４章環境汚染被害救済（第 23 条－第 37 条）、第５章補則（第 38
条－第 46 条）、第６章罰則（第 47 条－第 49 条）で構成されている。
53 － 尹「韓国債権法分野の最近の改正動向」（金）
－ 238 －

























究第 37 －２号、2015）145 頁、全京暈「環境汚染被害救済に関する法律案に対する小考」
（環境法硏究第 35 －２号、2013）369 頁など。


















（60） 　具然昌「環境汚染の私法的救済再照明」（環境法硏究第 11 卷、1989）163 頁、全京暈、
「環境侵害の私法上救済法理」（環境法硏究第 25 卷、2003）371 頁など。
（61） 　大法院 2009．10．29．宣告 2009 ダ 42666 判決、大法院 2004．11．26．宣告 2003 ダ
2123 判決、大法院 2002．10．22．宣告 2000 ダ 65666・65673 判決、大法院 1984．6．


































（63） 　ドイツ環境責任法では、損害賠償額の最高限度額で 8500 万 Euroを、原子力法では 5
億 DMと定めたが、1975 年には 10 億 DMで定め、1985 年改正によって責任限度額を
廃止して無限責任を負担するようにしている。ただ、不可抗力の場合などには、最高
額を 25 億 Euroに限定している（同法第 31 条１項）。














































尹喆洪教授による本講演は、2015 年 12 月 14 日（月）に広島大学法学部・経
済学部大会議室において、広島大学法学部法学会の主催により実施されまし
た。尹教授は、現在韓国の崇実大学大学院長の職にあり、2009 年から始まっ
た民法改正作業の分課委員長として改正試案の作成に御尽力されました。そ
の他にも、韓国民事法学会長、韓国法務部諮問委員など多数の要職を歴任す
るという御多忙の中、広島大学におきまして、韓国の民法改正動向につき、
ご講演と議論を通じ理解を深めることができましたことに心から感謝を申し
上げます。（世話人　鳥谷部茂）。
